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山形県の後期高齢者医療制度の概要 

１ 制度の目的 

急速に進む高齢化に対応し高齢者の医療を安定的に支えるため、高齢者世代と現役世

代の負担を明確にし、公平で分かりやすい高齢者医療制度として創設された。 
 

２ 運営主体（保険者） 

  後期高齢者医療保険の運営主体は山形県後期高齢者医療広域連合（以下「広域連合」

という。）である。 

「高齢者の医療の確保に関する法律」第 48 条に、広域連合の設立目的を「後期高齢者

医療の事務を処理するため」と規定されており、この法律には、「保険者」という規定は

ないものの、この「事務」には、保険料率の決定、医療給付等が含まれているものと解

され、財政責任を持つ運営主体であるという意味で、広域連合が保険者としての機能も

持つものとされている。 

 

３ 被保険者 

（１）広域連合の区域内に住所を有する 75歳以上の者 
（２）広域連合の区域内に住所を有する 65 歳以上 75 歳未満の者であって、政令で定める

程度の障害の状態にある旨の認定を広域連合から受けた者（障害認定により該当） 

 

４ 保険給付 

保険給付の種類 

   保険給付は、医療保険制度の本体をなすものであり、被保険者の疾病、負傷、又は死

亡に関して必要な給付を行うものであり、通常次のように分類される。 

   ① 疾病・負傷・・・・療養の給付、入院時食事療養費、入院時生活療養費、保険

外併用療養費、療養費、訪問看護療養費、特別療養費、   

移送費、高額療養費、高額介護合算療養費 

   ② 死亡・・・・・・・葬祭費 

 （１）療養の給付 

    ① 種類 

     ア 診察 

     イ 薬剤又は治療材料の支給 

     ウ 処置、手術その他の治療 

     エ 居宅における療養上の管理及びその療養に伴う世話その他の看護 

     オ 病院又は診療所への入院及びその療養に伴う世話その他の看護 
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    ② 保険医療機関等並びに保険医及び保険薬剤師 

      療養の給付は、療養の給付を取り扱う病院、診療所又は薬局（健康保険法第

63 条第３項第１号に規定する保険医療機関又は保険薬局。以下「保険医療機関

等」という。）で受けるものとし、療養は登録を受けた医師もしくは歯科医師又

は薬剤師（保険医、保険薬剤師）が担当する。 

    ③ 一部負担金 

      保険医療機関等において療養の給付を受ける者は、その給付を受ける際、当

該保険医療機関等に一部負担金を支払わなければならない。 

広域連合は、特別の理由がある被保険者で一部負担金の支払又は納付が困難

と認められる者に対しては、一部負担金の減免及び徴収猶予の措置をとること

ができる。 

      一部負担金の額は、次のとおり。 

種別 負担割合 

一般・低所得者 １割 法定負担割合 

現役並み所得者 ３割 

    ④ 診療報酬 

      広域連合は、保険医療機関等に対して、療養の給付に関する費用を支払う。

その額は、療養の給付に要する費用の額から被保険者が支払わなければならな

い一部負担金に相当する額を控除した額である。 

      広域連合は、保険医療機関等から療養の給付に要する費用の請求があったと

きは、健康保険法による「保険医療機関及び保険医療養担当規則」並びに「健

康保険法の規定による療養に要する費用の額の算定方法」の定めに照らして審

査したうえで支払うものとされている。この審査及び支払いに関する事務は、

山形県国民健康保険団体連合会に委託している。 

 

（２）入院時食事療養費 

広域連合は、被保険者が自己の選定する保険医療機関等について（１）の①のオ

に掲げる療養の給付と併せて受けた食事療養に要した費用について、入院時食事療

養費を給付する。その額は、当該食事療養につき算定した費用の額から被保険者が

一定額負担する食事療養標準負担額を控除した額である。 

低所得者については、広域連合より交付された限度額適用・標準負担額減額認定

証（以下「減額認定証」という。）を提示することによって食事療養標準負担額が軽

減される。 

被保険者は、減額認定証を提示しなかったために減額しない食事療養標準負担額

を支払った場合、それがやむを得ないものと広域連合が認めたときは、広域連合よ

りその差額支給が受けられる。 
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なお、食事療養標準負担額は、実際に提供された食数に応じ１食単位で算定され

る。 

《食事療養標準負担額》 

被保険者の分類 食事療養標準負担額 

Ａ 一般の被保険者（Ｂ、Ｃのいずれにも該当しない者） １食につき２６０円

(B1)過去 1 年間の入院日数

が 90 日以下(長期非該当

者) 

１食につき２１０円 

Ｂ 

市町村民税世帯非課税被保

険者（Ｃに該当する者を除

く） (B2)過去 1 年間の入院日数

が 90 日超（長期該当者） 
１食につき１６０円 

Ｃ 
市町村民税世帯非課税被保険者のうち、所得が一定基準

に満たない被保険者等 １食につき１００円 

※１日の標準負担額は、３食に相当する額を限度とする。 

 

 （３）入院時生活療養費 

    広域連合は、療養病床に入院する被保険者が（１）の①のオに掲げる療養の給付

と併せて受けた生活療養（食事療養並びに温度、照明及び給水）に要した費用につ

いて、入院時生活療養費を給付する。その額は、当該生活療養につき算定した費用

の額から被保険者が一定額負担する生活療養標準負担額を控除した額である。 

    なお、生活療養標準負担額は、食事療養標準負担額と同様に減額認定証を提示す

ることにより軽減されるほか、入院医療の必要性の高い被保険者（人工呼吸器、脊

髄損傷、難病等）及び回復期リハビリ病棟に入院する被保険者等については、食費

のみの負担となる。 

《生活療養標準負担額》 

①入院医療の必要性の高い者以外の者 

被保険者の分類 生活療養標準負担額 

入院時生活療養（Ⅰ）(※1)を算定する

保険医療機関に入院している者 

1 日につき３２０円と１食

につき４６０円との合計 
Ａ 

一般の被保険者

（ＢからＤまで

のいずれにも該

当しない者） 

入院時生活療養（Ⅱ）(※2)を算定する

保険医療機関に入院している者 

1 日につき３２０円と１食

につき４２０円との合計 

Ｂ 
市町村民税世帯非課税被保険者 

（Ｃ、Ｄに該当する者を除く） 
1 日につき３２０円と１食

につき２１０円との合計 

Ｃ 
市町村民税世帯非課税被保険者のうち、所得が一定基準

に満たない被保険者（Ｄに該当する者を除く） 
1 日につき３２０円と１食

につき１３０円との合計 

Ｄ 
市町村民税世帯非課税被保険者のうち、老齢福祉年金受

給者 
1 日につき０円と１食につ

き１００円との合計 

（※１）入院時生活療養（Ⅰ）・・・管理栄養士等による食事提供が行われているなど 

一定の要件を満たす届出をしている医療機関 

（※２）入院時生活療養（Ⅱ）・・・※１以外の医療機関 
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※1日の標準負担額は、食事３食に相当する額に居住費（１日）を加えた額を限度とする。 

 

 ②入院医療の必要性の高い者 

被保険者の分類 生活療養標準負担額 

 一般の被保険者（Ｂ、Ｃのいずれにも該当しない者） １食につき２６０円 

（Ｂ１）過去１年の入院日数が

９０日以下（長期非該当者） 
1 食につき２１０円 

Ａ 

市町村民税世帯非課税

被保険者（Ｃに該当す

る者を除く） 
（Ｂ２）過去１年の入院日数が

９０日超（長期該当者） 
1 食につき１６０円 

Ｂ 
市町村民税世帯非課税被保険者のうち、所得が一定基準

に満たない被保険者等 1 食につき１００円 

 

（４）保険外併用療養費                   

    被保険者が厚生労働大臣の定める「評価療養」（先進医療や国内未承認薬等、将来

的に保険診療の対象とすべきか否かについて評価を行うことが必要なもの。）又は

「選定療養」（特別な病室の提供や予約・時間外診療、制限回数を超える医療行為等、

被保険者の選定に係るもの。）を受けた場合に基礎的部分の保険給付の対象である療

養について給付される。  

 

（５）療養費 

    被保険者の疾病又は負傷の保険事故については、現物給付を原則としているが、

補完的措置として次の支給要件を備えた場合、療養費の支給（現金給付）が認めら

れている。 

   ① 柔道整復師による施術やコルセット等の治療用装具の装着、はり・きゅうの施

術等、広域連合が療養の給付を行うことが困難であると認めたとき。 

   ② 被保険者が緊急その他やむを得ない理由により保険医療機関等以外の病院・診

療所等で治療を受けた場合において、広域連合が必要があると認めたとき。 

   ③ 被保険者が被保険者証を提出しないで保険医療機関等で治療を受けた場合にお

いて、被保険者証を提出しなかったことが、緊急その他やむ得ない理由があると

広域連合が認めたとき。 

 

（６）高額療養費 

    被保険者が、保険医療機関等で保険診療等を受け、自己負担限度額を超える一部

負担金を支払った次の場合に支給される。 

① 被保険者が同一の月に受けた外来療養に係る一部負担金を個人単位で合算した

額が、個人ごとの限度額を超えるとき。 
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② 同一世帯に属する被保険者が、同一の月に受けた療養（外来及び入院）に係る一

部負担金を合算した額から個人単位による高額療養費の支給額を控除した額が、

世帯ごとの限度額を超えるとき。 

 

《高額療養費自己負担限度額》 

所得区分 
① 外来の限度額 

（個人ごとの限度額）

② 外来＋入院の限度額 

（世帯ごとの限度額） 

現役並み所得者    44,400 円 
80,100 円＋１％(※1) 

（44,400 円）(※2) 

一        般 12,000 円 44,400 円 

低 所 得 者 Ⅱ 24,600 円 

低 所 得 者 Ⅰ 
    8,000 円 

15,000 円 

（※１）医療費が 267,000 円を超えた場合は、超過額の１％を加算 

（※２）過去 12 ヶ月以内に４回以上該当した場合の４回目以降の額  

     ア 現役並み所得者・・・一部負担金の割合が３割の者 

イ 低所得者Ⅱ・・・世帯員全てが住民税非課税又は免除されている世帯に属す

る者 

ウ 低所得者Ⅰ・・・イのうち所得が一定基準に満たない世帯に属する者等 

エ 一般・・・上記ア～ウ以外の被保険者 

 

《７５歳到達月 高額療養費自己負担限度額》 

所得区分 
外来の限度額 

（個人ごとの限度額）

外来＋入院の限度額 

（個人合算額） 

現役並み所得者    22,200 円  
40,050 円＋１％(※1) 

（22,200 円）(※2) 

一        般  6,000 円 22,200 円 

低 所 得 者 Ⅱ 12,300 円 

低 所 得 者 Ⅰ 
    4,000 円 

 7,500 円 

（※１）医療費が 133,500 円を超えた場合は、超過額の１％を加算 

（※２）過去 12 ヶ月以内に４回以上該当した場合の４回目以降の額 
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   ③ 特定疾病（人工腎臓を実施している慢性腎不全等）の認定を受けた被保険者が、

特定疾病に係る療養を給付した医療機関からの処方せんで院外処方を受けた場

合、申請に基づき、当該医療機関の外来一部負担金と薬局の一部負担金の合計額

が月額 10,000 円となるよう、高額療養費の再算定を行う。通常の高額療養費が

支給済みである場合は、再算定額との差額を支給する。 

 

 （７）高額介護合算療養費 

医療保険と介護保険のサービスを利用したときの自己負担額が限度額を超えた場

合、申請に基づき限度額を超えた分があとから支給される。 

医療保険と介護保険の両方に自己負担額がある世帯で、医療保険と介護保険のそ

れぞれの自己負担限度額を適用した後、両方の年間自己負担額を合算した世帯の自

己負担額から、自己負担限度額を引いた分が支給される。 

《世帯の年間自己負担限度額（毎年８月１日～翌年７月 31 日）》 

所得区分 後期高齢者医療制度と介護保険（年間） 

現役並み所得者 670,000 円（890,000 円） 

一般 560,000 円（750,000 円） 

低所得者Ⅱ 310,000 円（410,000 円） 

低所得者Ⅰ 190,000 円（250,000 円） 

    ※平成 20 年度は、平成 20 年 4 月 1 日から平成 21 年 7 月 31 日までの分を合算し

て（ ）内の自己負担限度額を適用させ、１年分の限度額を適用させたものと

比較し、より大きい方を払い戻す経過措置が設けられている。 

    ※世帯の年間自己負担額から自己負担限度額を引いた額が 500 円以下の場合は支

給されない。 

  

（８）移送費 

    負傷、疾病により移動が困難な患者が、医師の指示により一時的、緊急的な必要

があって移送されたと認められる場合は、最も経済的な通常の経路及び方法により

移送された場合の費用により算定された額を、現に要した費用を限度として支給す

る。 

  

（９）訪問看護療養費 

    難病患者や重度障害者などで寝たきりの状態にある者に対して、居宅において療

養を提供する。訪問看護事業者（訪問看護ステーション）から訪問看護サービスを

受けた場合に、その費用として訪問看護療養費を支給する。 

    ただし、介護保険法第 62 条に規定する要介護被保険者等については、別に厚生労

働大臣が定める場合を除き支給しない。 
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 （10）特別療養費 

被保険者資格証明書を提示して受けた療養についても保険診療として取扱い、当

該療養に係る療養費を特別療養費という。 

    特別療養費の支給を受けるためには、療養の給付等を受ける場合と同様に、自己

の選定した保険医療機関等の窓口で資格証明書を提示しなければならない。被保険

者は、保険医療機関等の窓口で療養に要した費用の全額をいったん支払い、その後、

保険医療機関等が発行する領収書を添付のうえ特別療養費支給申請書により広域連

合に申請する。 

 

 （11）葬祭費 

    被保険者が死亡した場合、条例の定めるところにより、葬祭を行った者に葬祭費

50,000 円を支給する。 

 

 （12）保険給付の支払いの一時差し止め 

   広域連合は、医療給付を受けることができる被保険者が保険料を滞納しており、

かつ保険料の納期限から１年 6 ヵ月間滞納している場合においては、保険料の滞納
につき災害その他の政令で定める特別の事情があると認められる場合を除き、医療

給付の全部又は一部の支払を一時差し止めることができる。 
 
５ 保健事業 

       後期高齢者医療制度において、被保険者に対する健康診査等の保健事業の実施は努力
義務となっている。当広域連合では、市町村のこれまでの体制を活用し、市町村に健康

診査事業を委託して実施しており、財源は保険料と国庫補助となっている。 

 
６ 財  源 

 （１）市町村負担金 

   ① 事務費負担金 

後期高齢者医療制度運営に係る一般管理費を市町村が負担するもの。 

 

② 保険料等負担金 

広域連合が賦課し、市町村が徴収する保険料及び低所得者等に係る保険料軽減

分を公費で負担する保険基盤安定繰入金について市町村が広域連合に納付するも

の。 
 

   ③ 療養給付費負担金 

自己負担割合が３割の現役並み所得者を除いた、自己負担割合が１割の被保険
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者の保険給付費に対する定率負担（12 分の１）分。 

 

 （２）国庫支出金 

   ① 後期高齢者医療給付費国庫負担金 

自己負担割合が３割の現役並み所得者を除いた、自己負担割合が１割の被保険

者の保険給付費に対する定率負担（12 分の３）分。 

 

   ② 調整交付金 

     調整交付金は、普通調整交付金と特別調整交付金とに分けられる。 

     ア 普通調整交付金は、被保険者に係る所得の広域連合間格差による財政力の不

均衡を是正する目的で交付される。 

     イ 特別調整交付金は、災害その他により、画一的な測定方法では措置できない

特別な事情がある場合に、それらの事情を考慮して交付されるものである。 

 

   ③ 後期高齢者医療高額医療費国庫負担金 

高額な医療費の発生により、後期高齢者医療財政への影響を軽減するため、国

はレセプト１件につき 80万円を超えるものを対象に、80万円を超える医療費のう
ち保険料で賄うべき部分に対して４分の１を負担する。 

 

 （３）県支出金 

① 山形県後期高齢者医療給付費負担金 

自己負担割合が３割の現役並み所得者を除いた、自己負担割合が１割の被保険

者の保険給付費に対する定率負担（12 分の１）分。 

 

② 山形県後期高齢者医療高額医療費負担金 

高額な医療費の発生により、後期高齢者医療財政への影響を軽減するため、県

はレセプト１件につき 80万円を超えるものを対象に、80万円を超える医療費のう
ち保険料で賄うべき部分に対して４分の１を負担する。 

 

 （４）支払基金交付金 

各医療保険者から支払基金が後期高齢者支援金を徴収し、支払基金が広域連合に

交付するもので、自己負担が１割の被保険者の保険給付費の 40％、及び自己負担が

３割の現役並み所得者の保険給付費の 90％に相当する額。 

 

  （５）特別高額医療費共同事業交付金 

広域連合における著しい高額な医療費の発生による財政影響を緩和するため、全
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国の広域連合が高額医療費を共同で負担することにより、広域連合の財政リスクを

分散するもので、国保中央会により特別審査された１件当たり 400万円を超えるレ
セプトの 200万円を超える医療費のうち保険料で賄うべき部分ついて、財政調整が
行われる。 

 

 

 

 

 

 

 



  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 




